食料とエネルギーの自給率向上と
成長産業としての環境政策を推進する議員連盟
趣意書

　政治の根本とは中長期的な戦略に立って国民の安全と安心を確保することであり、その基盤となるものの一つが食料安全保障とエネルギー安全保障であることは論を俟たない。私たちは2009年の総選挙におけるマニフェストにおいて、「「戸別所得補償制度」の創設により、農業を再生し、食料自給率を向上させる」ことを国民と約束し、このことが政権を担う大きな要因になった。さらに、「国民生活の安定、経済の安定成長のため、エネルギー安定供給体制を確立する」として、「１次エネルギーの総供給量に占める再生可能エネルギーの割合を、2020 年までに10%程度の水準まで引き上げる」との目標を掲げた。

　日本は、豊かな水、肥沃な土地、そして四季折々降り注ぐ太陽といった固有の資源に恵まれている。それらを最大限活用した食料・エネルギー供給体制を作り上げ、そこから新たな環境調和型の産業を生み出すことで、地域分散・地域循環型の持続的成長が可能な産業構造を実現し、地域経済を活性化することが可能となる。さらに、そのような産業構造やライフスタイルは、西欧文明が生み出した20世紀型大量生産・大量消費社会を克服する新たな社会像・経済構造を世界に提起することにもなる。
　私たちは、こうした民主党マニフェストに込められた理念と原点に立ち返り、我が国の経済・社会の閉塞状況を打ち破り、もう一度世界をリードする国として日本が甦るための骨太な政策体系を実現することを期して本議員連盟を設立するものである。
